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１．馬淵川水系河川整備計画[国管理区間]
事業再評価の流れ

2



１．馬淵川水系河川整備計画[国管理区間]事業再評価の流れ 3

H22.3.31以前
再評価5年毎

令和2年度 東北地方整備局事業評価監視委員会に報告

（第８回馬淵川水系河川整備学識者懇談会）

平成24年10月 事業再評価
馬淵川直轄河川改修事業

（第１１回馬淵川水系河川整備学識者懇談会）

平成22年4月1日
公共事業評価実施要領改定
（再評価サイクル短縮等）

H22.4.1以降
再評価3年毎

（第５回馬淵川水系河川整備学識者懇談会）

平成22年1月 馬淵川水系河川整備計画
[国管理区間]策定

平成27年12月 事業再評価
馬淵川直轄河川改修事業

※馬淵川直轄河川改修事業は、河川整備計画に含まれる事業全体で事業評価を実施

※整備内容は変更なし

※馬淵川直轄河川改修事業は、河川整備計画に含まれる事業全体で事業評価を実施

※整備内容は変更なし 平成25年11月1日
平成26年4月15日
費用対効果分析の効率化に関
する運用

H30.3.30以降
再評価5年毎

（第１３回馬淵川水系河川整備学識者懇談会（今回））

令和2年11月 事業再評価
馬淵川直轄河川改修事業

※馬淵川直轄河川改修事業は、河川整備計画に含まれる事業全体で事業評価を実施

※整備内容は変更なし

平成30年3月30日
公共事業評価実施要領改定
（再評価サイクル見直し等）

令和2年4月
治水経済調査ﾏﾆｭｱﾙ（案）の
改訂



２．河川事業の概要と経緯
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２．河川事業の概要と経緯

馬淵川の概要

・幹川流路延長 ： 142km
(東北4位、全国23位)

・流域面積 ： 2,050km2

(東北7位、全国31位)

・流域沿川市町村人口： 約36.8万人※

・想定氾濫区域内人口： 約 5.6万人

・流域沿川市町村 ： 3市7町1村

（※H27国勢調査）

馬淵川直轄河川改修事業の概要

①事業の目的（目標）
洪水による災害発生の防止及び軽減に関しては『戦後最大洪水である昭和22年

8月洪水と同規模の洪水が発生しても、外水はん濫による浸水被害を防止する』
ことを整備の目標とする。

②事業の内容
堤防の整備 ・河道の目標流量を安全に流下させるための「堤防の新設

及び拡築（堤防の量的整備）」
・浸透に対する安全性を確保するための「堤防の質的整備
（ドレーン工）」

河道掘削 ・堤防整備が完了しても河道断面が不足している箇所の
「河道掘削」

水防活動拠点 ・災害時における水防活動や応急復旧の拠点となる「河川
防災ステーション」の整備

③事業費 約９０億円

④事業期間 平成２１年度～令和７年度
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２．河川事業の概要と経緯

・藩政～大正時代は河口付近で大きく右曲し、支川新井田川と合流していたため、洪水のたびに氾濫を繰り返してきました。

・昭和初期頃、将来の八戸臨海工業地域としての土地利用(高度化)に備えること等を背景に、昭和14年～30年に放水路を整備しました。

・放水路整備以降、支川浅水川の放水路整備や一日市地区堤防整備など、段階的に改修事業を進めています。

6

藩政時代～大正時代 昭和初期の改修等 昭和中期～平成の改修等

放水路完成後の馬淵川と旧馬淵川(S34年)旧馬淵川締め切り工事(S25年)

昭和22年の馬淵川の様子

新河道
(放水路)

旧馬淵川

新井田川

治水地形分類図

馬淵川
旧河道

馬淵川の主な改修事業の沿革

現在の
馬淵川

新井田川

大正時代
の馬淵川

浅水川放水路および馬淵川の築堤

昭和51年 平成15年

馬淵川 馬淵川

浅水川 浅水川

一日市
築堤

浅水川
放水路

◆改修の経緯
に い だ

ひ と い ち

ひといち ながなわしろ かわらぎ はったろう

やわた ねじょう しろした ぬまだて



３．事業を巡る社会経済情勢等の変化

7



３．事業を巡る社会経済情勢等の変化

・馬淵川沿川には、八戸市街地や工業地帯があり、資産が集積しています。また、国道45号、104号、454号、 JR八戸線等の基幹交通ネッ
トワークがあります。

・馬淵川において洪水が発生すると、これら重要施設が浸水し甚大な被害の発生が想定されることから、治水安全度を向上させることが必
要となっています。

（１）災害発生時の影響
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にある主な施設等

重
要
施
設
被
害

要配慮者
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の人的被害、病院等
の緊急医療の停滞等
の被害

八戸市立老人福祉ｾﾝﾀｰ馬淵荘、豊
寿苑在宅介護支援ｾﾝﾀｰ、ｸﾛｰﾊﾞｰｽﾞ
ﾋﾟｱ八戸「ひまわりの家」、八戸赤十字
病院、さくら病院、ﾒﾃﾞｨｶﾙｺｰﾄ八戸西
病院、八戸城北病院、根岸小学校、
江陽小学校、江南小学校、城下小学
校、三条小学校、西園小学校、城北
小学校、下長小学校、八戸小学校、
下長中学校、江陽中学校、三条中学
校、第二中学校

防災拠点
施設等の
被害

役所、警察、消防等の
防災拠点施設の被災

八戸警察署、八戸警察署下長交番、
八戸警察署八戸駅前交番、八戸警察
署沼館警察官駐在所、八戸消防署河
原木分遣所、八戸地域広域市町村圏
事務組合八戸消防署尻内分遣所、八
戸駅市民ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ、上長公民館、
下長公民館、江陽公民館、根岸公民
館、三八城公民館、下長市民ｻｰﾋﾞｽｾ
ﾝﾀｰ、八戸津波防災ｾﾝﾀｰ

波
及
被
害

交通途絶
による波
及被害

道路や鉄道等の交通
途絶停滞に伴う周辺
地域を含めた波及被
害

ＪＲ八戸線、臨海鉄道、

国道45号、104号、454号等

ライフライ
ンの機能
停止によ
る波及被
害

電気・ガス・水道等の
供給停止被害

八戸変電所、八戸ｶﾞｽ、八戸市新ｴﾈﾙ
ｷﾞｰｾﾝﾀｰ、八戸太陽光発電所、八戸
市ｿｰﾗｰﾈｯﾄﾜｰｸ、八戸火力発電所、
大平洋ｴﾈﾙｷﾞｰｾﾝﾀｰ

長苗代駅

本八戸駅 小中野駅

八戸警察署沼館警察官駐在所

馬淵川洪水浸水想定区域図
(想定最大規模)

八戸臨海鉄道(貨物)

国道45号

国道104号

国道454号

メディカルコート八戸西病院

下長中学校

城北小学校

JR八戸線

豊寿苑在宅介護支援センター

八戸赤十字病院

三条中学校

八戸駅

八戸警察署下長交番

河原木分遣所

根岸公民館

江陽中学校

八戸太陽光発電所クローバーズピア八戸「ひまわりの家」

八戸津波防災センター

第二中学校

三八城公民館



計画165mm
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３．事業を巡る社会経済情勢等の変化

・過去に昭和15年9月洪水、昭和22年8月洪水により甚大な浸水被害が発生しています。

・近年では、平成11年10月、平成14年7月、平成16年9月、平成18年10月、平成23年9月、平成25年9月等、豪雨が頻発し、家屋浸水が生じ
ています。

（２）過去の災害実績（洪水被害）

9

洪水発生年 発生原因

大橋地点

被害状況
2日

雨量

(mm)

ピーク

流量

(m3/s)

昭和15年9月 低気圧 120 1,901
床上浸水112戸・床下浸水654戸・

流失家屋4戸

[三戸郡下]

昭和22年8月
低気圧

前 線
82 1,988 床上浸水100戸・流失家屋30戸 [三戸郡南部町]

昭和33年9月 前 線 141 1,451
死者3名・床上浸水5,096戸・

床下浸水7,566戸・流失家屋42戸
[青森県全体]

昭和41年6月 台風・前線 109 1,017 床上浸水69戸・床下浸水412戸 [八戸市]

昭和42年9月 前 線 88 801
死者1名・床上浸水874戸・

床下浸水2,160戸・流失家屋42戸
[三八上北地方]

昭和61年8月 低気圧 139 1,081 床上浸水18戸・床下浸水78戸 [青森県全体]

平成2年9月 台風・前線 107 1,040 床上浸水63戸・床下浸水123戸 [馬淵川流域]

平成5年7月 台 風 140 1,187 床上浸水33戸・床下浸水139戸 [馬淵川流域]

平成11年10月 低気圧 132 1,147
床上浸水393戸・床下浸水387戸

全壊8戸・半壊7戸
[馬淵川流域]

平成14年 7月 台風・前線 145 1,384
行方不明者1名

床上浸水35戸・床下浸水356戸
[馬淵川流域]

平成16年 9月 台 風 146 1,511 床上浸水88戸・床下浸水104戸 [馬淵川流域]

平成18年10月 低気圧 188 1,374
床上浸水190戸・床下浸水247戸

半壊１戸
[馬淵川流域]

平成23年 9月 台風 124 1,540
床上浸水361戸・床下浸水341戸

全壊1戸・半壊81戸
[馬淵川流域]

平成25年 9月 台風 158 1,543 床上浸水290戸・床下浸水105戸 [馬淵川流域]

＜大橋地点 流域平均雨量（2日雨量）＞

＜馬淵川水系の主な洪水被害＞

＜平成23年9月洪水
馬淵川・浅水川・坂牛川合流地点の状況＞

＜昭和15年9月洪水 櫛引橋付近の様子＞
くしびき

さかうし
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３．事業を巡る社会経済情勢等の変化

・馬淵川では、過去に昭和48年、昭和53年、平成6年に渇水が発生しています。平成27年にも水量が減少しましたが、「馬淵川水系渇水
情報担当者会議」により関係機関と調整し、青森県八戸工業用水道や八戸圏域水道等の取水、河川環境への影響はありませんでした。

・近年は、地球温暖化の影響に伴う気候変動による渇水の頻発化・長期化が懸念され、水利使用が困難となる恐れが想定されることから、
水利使用者の相互の情報・意見交換等を行うための「馬淵川水系渇水情報連絡会」を平成29年に設立し、情報交換等を行っています。

（３）過去の災害実績（渇水被害）
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渇水流量の経年変化（剣吉地点）

主要渇水における被害・対応状況

【概ね16m3/s】

馬淵川水系渇水情報連絡会 開催状況(H29.6.30)

主要渇水年 施設等 被害・対応状況

昭和48年7月
対策会議等の
設置状況

八戸市水道部は「給水対策本部」を設置（7／16）
八戸市で「異常渇水対策本部」を設置（7／19）
馬淵川流域の水利権関係者を集め「緊急水利調整協議会」を開催（7／19）
八戸市で「農業用水不足に伴う緊急対策会議」を開催（7／19）

農業用水
城下揚水機外
５施設

平均３０％の減量
水田被害（用水不足2，370ha、亀裂12ha）
畑被害（りんご2，300ha、畑作物370ha、飼料作物3，460ha、その他420ha）

上水道 八戸市水道断水（高台中心に約10，000世帯に影響）（7／15）

工業用水道 パルプ工場創業停止（7／18～19）

昭和53年8月 情報 渇水情報・水質注意報（8／7）

平成6年7月 上水道 八戸圏域水道企業団「渇水対策協議会」を開く（7／27）

平成27年7月 情報 「馬淵川水系渇水情報担当者会議」を開催（7／17）

けん よし



３．事業を巡る社会経済情勢等の変化

・馬淵川の河床勾配は、山間部を流れる上流部は1/170～1/580程度と急勾配であり、丘陵地を流れる中流部では1/580～1/2,100程度、沖
積平野を流れる下流部では1/2,100程度と穏やかになります。

・上流部は山間部が主で河床勾配も急であり、平野が乏しいことから、比較的氾濫の被害は少ない一方、中流部から下流部にかけての低
地平野では、近年の洪水においても浸水被害が発生しており、氾濫災害の危険を抱えています。

（４）災害発生の危険度

11

馬淵川

坂牛川

浅水川放水路

平成18年10月洪水

支川浅水川(尻内町)周辺の冠水状況
平成16年9月洪水

南部町虎渡地区の冠水状況

平成23年9月洪水

八戸市八幡地区の冠水状況

坂牛川
浅水川放水路

馬淵川

馬淵川

平成25年9月洪水

支川浅水川(尻内町)周辺の冠水状況
馬淵川流域地形図

とら と
しりうち



３．事業を巡る社会経済情勢等の変化

・馬淵川の流域沿川市町村の人口は減少傾向にあるものの、世帯数は若干の増加傾向にあります。
・農業産出額は若干の減少傾向ですが、製造品出荷額は近年増加傾向にあり、大規模な洪水氾濫が発生した場合、治水対策の必要性に大きな

変化はありません。

12
3
2
3
 

3
2
4
 

3
2
0
 

3
1
9
 

3
1
6
 

3
0
9
 

2
9
7
 

2
8
5
 

1
1
9
 

1
1
6
 

1
1
0
 

1
0
6
 

1
0
3
 

9
7
 

9
0
 

8
3
 

(442) (440) (430) (425) (419) (406)
(387)

(368)

0

100

200

300

400

500

S55 S60 H02 H07 H12 H17 H22 H27

(千人) 青森県側計 岩手県側計

2
4
2

2
4
1

2
4
0

2
3
9

2
3
8

2
3
6

2
3
4

2
3
3

2
3
0

2
2
8

0

100

200

300

400

500

H22H23H24H25H26H27H28H29H30R01

(千人) 八戸市八戸市

＜馬淵川流域沿川市町村 人口の推移＞ （出典：国勢調査）

＜馬淵川流域沿川市町村 農業産出額・製造品出荷額の推移＞
（出典：生産農業所得統計、工業統計調査）

＜馬淵川流域沿川市町村 世帯数の推移＞（出典：国勢調査）

5,015

5,857

6,654 6,525
6,042 6,023

6,651 6,756

737
1,181 1,181 1,119 1,035 979

4,159

4,856
5,337

4,897
4,361

4,634
5,190 5,127

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

S55 S60 H02 H07 H12 H17 H22 H27

製造品出荷額等 農業産出額 製造品出荷額等(八戸)

(億円)

※H19年以降の農
業産出額は市町村
別の統計が行われ
ていない

＜参考＞
八戸市のH22年以降の人口の
推移（出典:住民基本台帳）

( )は青森県+岩手県

9
1
 

9
6
 

9
9
 

1
0
6
 

1
0
9
 

1
1
1
 

1
1
2
 

1
1
3
 

3
2
 

3
2
 

3
2
 

3
3
 

3
3
 

3
2
 

3
2
 

3
1
 (123) (128) (132)

(138) (142) (143) (143) (144)

0

20

40

60

80

100

120

140

160

S55 S60 H02 H07 H12 H17 H22 H27

(千世帯) 青森県側計 岩手県側計

1
0
3

1
0
4

1
0
5

1
0
6

1
0
6

1
0
7

1
0
8

1
0
8

1
0
9

1
0
9

0

20

40

60

80

100

120

140

160

H22H23H24H25H26H27H28H29H30R01

(千世帯) 八戸市八戸市

( )は青森県+岩手県

＜参考＞
八戸市のH22年以降の世帯数の
推移（出典:住民基本台帳）

（５）地域開発の状況

流域沿川市町村 青森県：三戸町、田子町、南部町、新郷村、五戸町、八戸市
岩手県：葛巻町、一戸町、八幡平市、二戸市、軽米町
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３．事業を巡る社会経済情勢等の変化

・馬淵川放水路整備の結果、形成された河口付近の馬淵川と新井田川の三角地帯は、洪水常襲地帯から解消され、八戸臨海工業地域として
八戸市発展の基礎となりました。

・多くの水害の原因となっていた大きく湾曲した河口部を改善し、北東北有数の産業都市である八戸市の発展の礎となった貴重な土木遺産
として、「馬淵川放水路」が令和2年9月18日に土木学会選奨土木遺産に認定されました。

（６）地域開発の状況（馬淵川放水路完成による八戸地域の発展）

13

昭和２７年 平成１５年

大橋

馬淵川は新井田川
と合流していた

新井田川

馬淵川

旧馬淵川

度重なる浸水被害

昭和15年9月洪水 大橋付近の様子

放水路

■放水路事業完成に伴う人口増加

（新産都市八戸市の人口推移）

放水路完成や社会状況の変化
を背景に人口が約２倍の伸び

S25放水
路完成

S39新産
都市指定

※八戸市の人口は現
在の八戸市エリア
をもとに集計

治水地形分類図

R2.9.30 デーリー東北



３．事業を巡る社会経済情勢等の変化 14

・馬淵川改修促進期成同盟会（昭和45年6月26日発足、会長：八戸市長）より国土交通大臣へ要望書が提出されるなど、馬淵川直轄河川改修
事業の早期完成が望まれています。

（７）地域の協力体制（要望等）

★馬淵川改修促進期成同盟会による青森河川国道事務所への要望書提出（令和2年7月2日）



３．事業を巡る社会経済情勢等の変化 15

・「水防災意識社会再構築ビジョン」として、大規模な氾濫が発生することを前提に地域全体で常に洪水に備える水防災意識社会を再構築
する取組を平成32年度（令和2年度）目途に行うこととしており、馬淵川においても平成28年5月に減災対策協議会を設立し、同年10月に
「馬淵川の減災に係る取組方針」を策定しました。

・馬淵川においては、大規模水害に対して「避難する・時間を稼ぐ・備える」ことにより氾濫被害の最小化を目指すこととして、構成機関
が各々の実施目標を掲げており、取組状況の確認や実施目標のフォローアップを目的とした協議会を毎年開催しています。

【委員構成】
・八戸市長 ・三戸町長 ・南部町長
・五戸町長 ・田子町長 ・新郷村長
・青森県知事
・青森県 県土整備部長
・青森県 危機管理局長
・気象庁 青森地方気象台長
・国土交通省 青森河川国道事務所長

■５年間（令和２年度目途）で達成すべき目標

馬淵川において過去に発生した洪水及び近年頻発している
豪雨、平成27年9月関東・東北豪雨等の教訓を踏まえ、馬淵
川で発生しうる工業地帯を含む都市部等の氾濫による大規模
水害に対して『避難する・時間を稼ぐ・備える』ことにより氾濫
被害の最小化を目指す。

１．住民の主体的で安全な避難行動を促すリスクコミュニケーション

２．発災時に人命と財産を守る水防活動及び排水活動

３．水害に関する知識の向上と心構えの醸成

■目標達成に向けた３本柱の取組

目標達成に向け、洪水を河川内で安全に流すハード対策に加え、馬淵川において

以下の３本柱の取組を実施する。

第5回 減災対策協議会開催状況
（令和元年5月29日）

（８）地域の協力体制（大規模水害に備えた減災対策協議会）



４．事業の投資効果
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４．事業の投資効果

（１）費用対効果分析（前回との算定条件の比較）

17

前回の検討（H27） 今回の検討（R 2）

①河道条件

・整備計画着手時点（H21時点）
・現況河道（H27時点）
・整備計画河道(H37時点)

・整備計画着手時点（H21時点）
・現況河道（R 2時点）
・整備計画河道（R 7時点）

②資産データ、評価額等

・資産データ：H22国勢調査
：H21経済センサス
：H22 100mメッシュ延床面積等

・評価額 ：H26評価額

・資産データ：H27国勢調査
：H28経済センサス
：H22 100mメッシュ延床面積等

・評価額 ：R 1評価額

③事業費・事業期間

・全体事業費83.7億円(税込)
・事業期間H21～H37（17年間）

・全体事業費90.2億円(税込) ※87.3億円(税抜)
・事業期間H21～R7（17年間）
※公共工事関連の物価変動や消費税率の改正、工事数
量の精査による事業費増加を反映

④その他

・治水経済調査マニュアル(案)〔平成17年4月〕に基づき
算出

・治水経済調査マニュアル(案)〔令和2年4月〕に基づき
算出



４．事業の投資効果

項目

前回評価 今回評価

前回評価との
主な変更点

全体事業
（H21～H37）

残事業
（H28～H37）

全体事業
（H21～R 7）

残事業
（R 3～R 7）

現在価値化 現在価値化

Ｃ
費
用

建設費 ① 92.1億円 13.1億円 125.6億円 5.7億円
• 評価基準年の変更
• 消費税の控除
• 事業費の増加

維持管理費 ② 8.6億円 0.9億円 9.2億円 0.4億円

総費用 ③=①+② 100.6億円 14.1億円 134.8億円 6.0億円

Ｂ
便
益

便益 ④ 287.6億円 15.5億円 426.9億円 6.7億円 • 評価基準年の変更
• 資産の更新に伴う変更
• 河道評価年次の変更
• マニュアルの更新

残存価値 ⑤ 4.1億円 0.8億円 6.2億円 0.4億円

総便益 ⑥=④+⑤ 291.7億円 16.4億円 433.2億円 7.2億円

費用便益比（CBR） Ｂ／Ｃ 2.9 1.2 3.2 1.2 

純現在価値（NPV） Ｂ－Ｃ 191.1億円 2.3億円 298.4億円 1.1億円

経済的内部収益率（EIRR） 13.9％ 4.9％ 14.7％ 5.0％

（２）費用対効果分析（費用便益比）

・事業全体に要する費用（Ｃ）は約135億円であり、事業の実施による総便益（Ｂ）は約433億円。これをもとに算出される費用便益比（Ｂ
／Ｃ）は約3.2となります。（前回評価Ｂ／Ｃ 約2.9）

・令和3年以降の残事業に要する総費用（Ｃ）は約6億円であり、この事業の実施によりもたらされる総便益（Ｂ）は約7億円。これをもと
に算出される費用便益比（Ｂ／Ｃ）は約1.2となります。

○評価基準年次：令和2年度（前回評価基準年次：平成27年度）
○総便益（Ｂ）：・便益（治水）については評価時点を現在価値化の基準時点とし、治水施設の整備期間と治水施設の完成から50年間までを評価対象期間にして年平均被害軽減期待額を割引率を用

いて現在価値化したものの総和
・残存価値：将来において施設が有している価値

○総費用（Ｃ）：・評価時点を現在価値化の基準時点とし、治水施設の整備期間と治水施設の完成から50年間までを評価対象期間にして、建設費と維持管理費を割引率を用いて現在価値化したもの
の総和

・建設費：馬淵川改修に要する費用（残事業は、R3年度以降）
※実施済の建設費は実績費用を計上

・維持管理費：馬淵川の維持管理に要する費用
○割引率：「社会資本整備に係る費用対効果分析に関する統一的運用指針」により4.0%とする

18



４．事業の投資効果

・残事業費、残工期、資産がそれぞれ±10％に変動した場合のB/C算出。
・全体事業、残事業ともにすべてのケースでB/Cが1.0以上となりました。

19

基本
ケース

感度分析

残事業費 残工期 資産

10% -10% 10% -10% 10% -10%

全体事業
(H21～R07)

総便益
（現在価値化後）

433.2億円 433.2億円 433.1億円 434.4億円 431.9億円 473.4億円 393.5億円

総費用
（現在価値化後）

134.8億円 135.4億円 134.2億円 134.5億円 135.1億円 134.8億円 134.8億円

費用便益比
（B/C）

3.2 3.2 3.2 3.2 3.2 3.5 2.9 

残事業
(R03～R07)

総便益
（現在価値化後）

7.2億円 7.2億円 7.1億円 7.1億円 7.3億円 7.5億円 6.4億円

総費用
（現在価値化後）

6.0億円 6.6億円 5.5億円 5.9億円 6.2億円 6.0億円 6.0億円

費用便益比
（B/C）

1.2 1.1 1.3 1.2 1.2 1.3 1.1 

（３）費用対効果分析（感度分析）
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４．事業の投資効果 20

〇公共工事関連の物価変動【約193百万円】
近年の公共工事関連の物価上昇傾向を事業費に反映しました。

〇消費税率の改正【約18百万円】
令和元年以降の事業費について消費増税を反映しました。

〇現地状況の変化・設計の進捗【約435百万円】
設計の進捗により「掘削土量、仮設費」「揚水機場の補償」
「用地補償面積」を精査しました。

（４）費用増大の要因

建設デフレ－ターの推移 年度別単価上昇率

項目 変更内容
増減額
(百万円)

物価変動 公共工事関連の物価上昇を反映 193

消費税 消費税率の改正［8％→10％］ 18

現地状況の変化・設計
の進捗に係る要因

435

掘削土量および仮設費の精査 318

揚水機場の補償工事の追加 80

用地補償面積の精査 37

合計 646

100.0 101.0 101.0
103.3

106.7

95
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110

115
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125

130

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 令和元年 令和2年

平成26年度を100とした場合

R1年以降は未公表

治水事業費指数は
約6.7％増加

工事労務費は
約25.2％増加
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【掘削土量の精査による増加】

整備計画策定時は200mピッチの測量断面を基に掘削土量を算
定していますが、工事着手時に河道掘削範囲内の土量を精査し
た結果、概ね16,000m3の掘削量を追加する必要が生じました。

【補償工事の発生】

一日市地区の河道掘削に伴い既設揚水機場２基（中瀬河原揚水機
場・根岸揚水機場）の呑口部の改良が必要となり、補償工事にかか
る費用を計上しました。

施設名称：中瀬河原揚水機場
管理者 ：中瀬河原開田共同組合

施設名称：根岸揚水機場
管理者 ：馬淵川土地改良区

●
L8.0k

R8.0k
●

工事着手時の精査により追加計上した掘削範囲

整備計画策定時に計上している掘削範囲

河道掘削範囲

（５）費用増大の要因

ね ぎし

なか せ がわら



４．事業の投資効果
（６）貨幣換算が困難な効果等による評価

・河川整備計画規模の洪水が発生した場合、馬淵川流域では、浸水範囲内世帯数は約3,000世帯、最大孤立者数は、避難率0％で約1,655人、
避難率40％で約993人、避難率80％で約331人と想定されており、事業実施により被害が解消されます。

22

【整備後(R 7)】昭和22年8月洪水と同規模の洪水の外水はん濫による浸水範囲

【整備前(H21)】昭和22年8月洪水と同規模の洪水の外水はん濫による浸水範囲

大橋

大橋

「河川整備計画事業」が
完了することによる効果

：浸水深0.0m～0.5m未満
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：浸水深2.0m～5.0m未満

：浸水深5.0m以上

＜凡　例＞
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＜凡　例＞
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407 0 407

3,042 0 3,042

避難率 0% 12 0 12

避難率40% 7 0 7
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避難率 0% 1,655 0 1,655

避難率40% 993 0 993
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５．事業の進捗状況
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H22年1月：馬淵川水系河川整備計画を策定【整備計画流量：2,500m3/s（大橋地点）】
H21～H23：根城地区における無堤区間の堤防整備（堤防量的整備）を実施。
H24～H26：八幡地区における無堤区間の堤防整備（堤防量的整備）、河道掘削を実施。また、八戸市と連携し、広域的な災害対応拠点とし

て活用される河川防災ステーションを整備。長苗代地区、城下地区の堤防強化対策（堤防質的整備）を実施。
H27～ ：一日市地区における河道掘削を平成27年度より実施中。

５．事業の進捗状況 24

馬淵川水系河川整備計画（大臣管理区間）施工箇所位置図

凡 例

堤防の量的整備実施箇所

堤防の質的整備実施箇所

河道掘削実施箇所

河川防災ステーション

基準地点

国管理区間

平成25年度完成
堤防質的整備(城下地区)

右岸1.0～3.0k

平成25年度完成
堤防質的整備(長苗代地区)

左岸4.0～7.0k

平成26年度完成
堤防量的整備(八幡地区)

右岸7.2～8.4k

平成26年度完成
河道掘削(八幡地区)

右岸6.8～8.2k

平成27年度より実施中
河道掘削(一日市地区)

左岸8.0～9.6k

3.0km 0.3km

0km 1km 2km 3km 4km

馬淵川

堤防量的整備
整備済

未整備

5.0km
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馬淵川

堤防質的整備
整備済
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整備済

未整備

（１）河川整備計画の進捗状況

平成23年度完成
堤防量的整備(根城地区)

右岸4.2～6.8k

平成25年度完成
河川防災ステーション

(浅水川放水路合流点付近)



５．事業の進捗状況 25

（２）一日市地区の河道整備

・一日市地区の堤防量的整備と河道掘削を行い、河川整備計画の目標規模である昭和22年8月洪水を流下させる河道断面を確保します。
・地域の方々への説明会を行い、合意を得ながら下流部から河道掘削に着手しています。

河道掘削のイメージ

整備中

整備前

一日市地区改修事業説明会H30.7.24

河道掘削前

河道掘削
整備済(～R1)

堤防量的整備
左岸9.0～9.6k
(一日市地区)

河道掘削
左岸8.0～9.6k
(一日市地区)

河道掘削
整備中(R2～)



６．今後の事業スケジュール
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６．今後の事業スケジュール
（１）今後のスケジュール
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・令和2年現在、河川整備計画の残メニューは一日市地区の河道掘削と堤防整備を残すのみとなっており、事業期間である令和7年度までに
実施してまいります。

年度 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01 R02 R03 R04 R05 R06 R07

根城地区

八幡地区

一日市地区

堤防整備

H21から17年

八幡地区

一日市地区

城下地区

長苗代地区

河川防災ステーション

堤防質的整備

河道掘削

整備メニュー

河川整備計画対応（昭和22年8月洪水）

①

④

⑧

②

⑦

⑤

⑥

③



７．コスト縮減や代替案立案等の可能性
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７．コスト縮減や代替案立案等の可能性
（１）コスト縮減の方策

（２）代替案等の立案の可能性

29

堤防刈草の無償提供状況 堤防除草作業の無人化

①掘削土砂の有効利用・・・・・・・河道掘削残土については、災害時に必要となる土砂の備蓄として堤防側帯盛土に利用している他、受
入可能な他事業への流用についても検討し、有効活用を図ります。

②堤防刈草・伐採木の無償提供・・・堤防除草によって発生した刈草や掘削工事等で発生した伐採木については、有効活用の観点より一般
に無償提供します。これにより処分費等のコスト削減を図ります。

③堤防除草作業の無人化・・・・・・堤防除草に大型遠隔操縦式草刈り機を使用することにより、コストの低減を図ります。

・河川整備計画は、地形的な制約条件、地域社会への影響、環境への影響、実現性及び経済性等を踏まえ、有識者や地域住民の意見を伺い、
策定するものです。

・河川改修等の当面実施予定の事業は、その手法、施設等は妥当なものと考えていますが、将来における社会・経済、自然環境、河道の状
況等の変化や新たな知見・技術の進歩等により、必要に応じて適宜見直す可能性もあります。

・代替案立案の可能性については、社会的影響、環境への影響、及び事業費等を考慮し、現計画が最も妥当と判断しています。

掘削土砂を側帯盛土として利用



８．地方公共団体等の意見
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８．地方公共団体等の意見

青森県知事より以下のとおり回答を頂いております。

県 意 見

青森県

事業の継続に異存はありません。

なお、事業の執行にあたっては、引き続
き、一層のコスト縮減に努めていただきま
すようお願いします。

31



９．対応方針（原案）
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・馬淵川の流域沿川市町村の人口は減少傾向にあるものの、世帯数は若干の増加傾向にあります。
・また、農業産出額は若干の減少傾向ですが、製造品出荷額は近年増加傾向にあり、大規模な洪水氾濫が発生した場合、治水対策の必要性に大きな

変化はありません。
・馬淵川沿川には、八戸市街地や工業地帯があり、資産が集積しています。また、国道45号、104号、454号、 JR八戸線等の基幹交通ネットワーク
があります。

・馬淵川において洪水が発生すると、これら重要施設が浸水し甚大な被害の発生が想定されることから、治水安全度を向上させることが必要となっ
ています。

・本事業の投資効果を評価した結果は以下のとおりであり、今後も投資効果が期待できます。
概ね17年間の事業の費用便益比：３．２
残事業(R3～R7) ：１．２

９．対応方針（原案）
①事業の必要性に関する視点（事業の投資効果）

・令和2年現在、河川整備計画の残メニューは一日市地区の河道掘削と堤防整備を残すのみとなっており、事業期間である令和7年度までに実施して
まいります。

②事業の進捗の見込みの視点

・河道掘削残土については、災害時に必要となる土砂の備蓄として堤防側帯盛土に利用している他、受入可能な他事業への流用についても検討し、
有効活用を図ります。

・堤防除草によって発生した刈草や掘削工事等で発生した伐採木については、有効活用の観点より一般に無償提供します。これにより処分費等のコ
スト削減を図ります。

・堤防除草に大型遠隔操縦式草刈り機を使用することにより、コストの低減を図ります。
・代替案立案の可能性については、社会的影響、環境への影響、及び事業費等を考慮し、現計画が最も妥当と判断しています。

③コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点

【対応方針（原案）】

馬淵川における治水対策の必要性、重要性に変化はなく、事業の投資効果も確認できることから、事業を継続することが妥
当と考えます。

・事業の継続に異存はありません。なお、事業の執行にあたっては、引き続き、一層のコスト縮減に努めていただきますようお願いします。

⑤地方公共団体等の意見（青森県知事）
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・河川整備計画規模の洪水が発生した場合、馬淵川流域では、浸水範囲内世帯数は約3,000世帯、最大孤立者数は、避難率0％で約1,655人、避難率
40％で約993人、避難率80％で約331人と想定されており、事業実施により被害が解消されます。

④貨幣換算が困難な効果等による評価



１０．参考資料（マニュアル改定の概要）
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１０．参考資料（マニュアル改定の概要） 35

「治水経済調査マニュアル(案）の改定概要」より抜粋



１０．参考資料（マニュアル改定の概要） 36

「治水経済調査マニュアル(案）の改定概要」より抜粋



１０．参考資料（マニュアル改定の概要） 37

「治水経済調査マニュアル(案）の改定概要」より抜粋



１０．参考資料（マニュアル改定の概要）

142,608 142,672

167,414

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

前回評価

(H26評価額)

資産更新

(R01評価額)

資産更新

(R01評価額)

(マニュアル更新)

被
害
額
(百

万
円
)

一般資産被害 農作物被害

公共土木施設被害 間接被害

被害額合計

1,119 1,133

1,406

0

500

1,000

1,500

2,000

前回評価

(H26評価額)

資産更新

(R01評価額)

資産更新

(R01評価額)

(マニュアル更新)

年
平
均

被
害
軽

減
期

待
額
(
百
万

円
/
年
)

38

・令和2年4月に治水経済調査マニュアル(案)が改定され、被害率や被害算定方法、被害額算定項目が変更されました。

・マニュアル改定に伴い被害額が増加した結果、便益が増加しました。

◆マニュアル改定による便益の増加

想定被害額（事業実施前1/100) 年平均被害軽減期待額(全体事業)

資産更新による
大きな変化なし

マニュアル改定により被害額増加

資産更新による
大きな変化なし

マニュアル改定により
年平均被害軽減期待額が増加


